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岩国市中小企業退職金共済掛金補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、中小企業の従業員の退職金共済制度への加入促進を図り、もって中小企業の振興発展と中小企業従業員の福祉の増進に寄与するため、中小企業退職金共済法（昭和34年法律第160号）に基づき勤労者退職金共済機構が行う一般の中小企業退職金共済制度又は所得税法施行令（昭和40年政令第96号）第73条に規定する特定退職金共済団体が行う退職金共済に関する制度（以下「制度」という。）に基づいて退職金共済契約を締結した中小企業者に対し、予算の範囲内で掛金の一部を補助することについて、岩国市補助金等交付規則（平成18年規則第53号）に定めのあるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（補助金の対象）
第２条　補助の対象は、前条の退職金共済契約を締結している次の各号のいずれにも該当する中小企業者とする。ただし、既に補助金の交付を受けたことのある中小企業者が再び共済契約者となる場合には、補助金を交付しない。
(１)　市内において引き続き１年以上同一事業を営んでいること。
(２)　市税を完納していること。
２　中小企業退職金共済法に基づく契約及び制度に基づく契約のいずれをも締結している場合には、いずれかの契約に係るものに限り、補助金の対象とする。
（補助交付額）
第３条　補助金の交付額は、共済契約者が従業員について新たに共済加入契約を締結し掛金を納付した場合、１年間に限り、従業員（市内の事業所に勤務している常用従業員及びパートタイマー従業員をいう。）１人につき月額450円を補助するものとする。
（交付申請）
第４条　補助金の交付申請に使用する書類は、次のとおりとする。（１）岩国市中小企業退職金共済掛金補助金交付申請書（様式第１号）（２）月別・個人別掛金内訳書（様式第２号）
２　前項の申請に当たり、この制度の加入促進を行う商工会議所等で市長が適当と認める場合は、企業の取りまとめを明らかにする資料を添えて、一括申請することができる。
（交付決定等）

第５条　市長は、前条の規定による申請があった場合において、その内容を審査し、適当と認めたときは、補助金の交付決定及び額の確定をし、岩国市中小企業退職金共済掛金補助金の交付決定及び額の確定通知書（様式第３号）により、申請をしたものに通知するものとする。
（補助金の請求及び交付）
第６条　前条の補助金の交付決定及び額の確定通知書を受けた者が補助金を請求しようとするときに使用する書類は、岩国市中小企業退職金共済掛金補助金請求書（様式第４号）とする。

２　市長は、前項の請求書が提出されたときに補助金を交付するものとする。
（その他）
第７条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。
附　則
（施行期日）
１　この要綱は、平成18年３月20日から施行する。
（経過措置）
２　この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）前に、合併前の岩国市中小企業退職金共済掛金補助金交付要綱（平成６年４月１日岩国市制定）、由宇町中小企業退職金共済制度等掛金補助金交付要綱（平成11年４月１日由宇町告示第11号）、玖珂町中小企業退職金共済掛金補助金交付要綱（平成10年４月１日玖珂町制定）、周東町中小企業退職金共済掛金助成要綱（平成10年４月１日周東町要綱第９号）及び錦町中小企業退職金共済掛金補助金交付要綱（平成11年１月１日錦町制定）（以下これらを「合併前の要綱」という。）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この要綱の相当規定によりなされたものとみなす。
（期間の特例）
３　施行日の前日において、合併前の岩国市、由宇町、周東町、玖珂町、本郷村、錦町、美川町又は美和町の区域（以下「合併前の区域」という。）で事業を営んでいた者の第２条第１項に定める期間については、合併前の区域で事業を営んでいた期間を通算するものとする。
（平成18年度交付申請の特例）
４　合併前の周東町、玖珂町又は錦町の区域において、平成17年１月１日から同年12月31日までの補助金の交付申請をしていない共済契約者については、第４条の規定の規定にかかわらず、平成18年度の交付申請と併せて行うことができる。
５　合併前の美川町、美和町又は本郷村の区域における共済契約者については、第４条中「１月１日から」とあるのは、平成18年度に限り「３月20日から」と読み替える。
附　則（平成23年１月１日）
この要綱は、平成23年１月１日から施行し、同日以後の月分の掛金に対する補助金から適用する。
附　則（平成24年12月１日）
この要綱は、平成24年12月１日から施行する。

附　則（平成27年１月１日）
この要綱は、平成27年１月１日から施行する。

附　則（平成30年１月１日）
この要綱は、平成30年１月１日から施行する。
　　　附　則

　（施行期日）

１　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱の施行の際、この要綱による改正前の岩国市中小企業退職金共済掛金補助金交付要綱による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。
　　　附　則

　（施行期日）

１　この要綱は、令和４年７月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱の施行の際、この要綱による改正前の岩国市中小企業退職金共済掛金補助金交付要綱による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。
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